
 

 

 

（お知らせ） 

 

令和７年５月３０日 

防 衛 省 

 

 

安全保障技術研究推進制度 令和７年度の応募状況について 

 

 

令和７年度の安全保障技術研究推進制度については、令和７年５月２１日（水） 

正午で公募の受付を締め切りました。 

応募状況の概要につきまして以下のとおり、お知らせいたします（詳細は別紙の 

とおり）。 

 

１ 令和７年度公募の概要 

（１）公募期間 令和７年３月１４日（金）から５月２１日（水）正午まで 

（２）応募件数 ３４０件 

 

２ 研究代表者が所属する研究機関別の内訳 

大学等※１        １２３件（３６％） 

公的研究機関※２    ８３件（２４％） 

企業等※３        １３４件（３９％） 

 

 
※１ 「大学等」とは、大学、高等専門学校及び大学共同利用機関のことをいう。 
※２ 「公的研究機関」とは、独立行政法人（国立研究開発法人を含む）、特殊法人及び地方独立行政法人の 

ことをいう。 
※３ 「企業等」とは、民間企業や研究を主な目的とする公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般 

財団法人等のことをいう。 
 
 
 

 

 

 

 



安全保障技術研究推進制度の概要

防衛分野での将来における研究開発に資することを期待し、先進的な基礎研究を公募。
対象とする研究テーマを提示した上で研究課題を公募し、外部有識者による審査の上、採択する研究
課題を決定（防衛省職員が研究内容に介入することはなく、研究の自由を担保）。
研究成果については、論文等の公表を制限することはせず、広く民生分野で活用されることも期待。

予算額

○２０１７年度 １１０億円

○２０１８年度 １０１億円

○２０１９年度 １０１億円

○２０２０年度 ９５億円

○２０２１年度 １０１億円

○２０２２年度 １０１億円

○２０２３年度 １１２億円

○２０２４年度 １０４億円

○２０２５年度 １１４億円

1

別紙



令和７年度の応募状況

○公募期間： 令和７年３月１４日～令和７年５月２１日 １２：００
○応募件数： ３４０件

区分 応募数（割合）

大学等※１ １２３件（３６%）

公的研究機関※２ ８３件（２４%）

企業等※３ １３４件（３９%）

計 ３４０件

○研究代表者が所属する研究機関別の応募数

※１：「大学等」とは、大学、高等専門学校及び大学共同利用機関のことをいう。
※２：「公的研究機関」とは、独立行政法人（国立研究開発法人を含む）、特殊法人及び地方独立行政法人のことをいう。
※３：「企業等」とは、民間企業や研究を主な目的とする公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人等のことをいう。
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応募件数の推移

※１：「大学等」とは、大学、高等専門学校及び大学共同利用機関のことをいう。
※２：「公的研究機関」とは、独立行政法人（国立研究開発法人を含む）、特殊法人及び地方独立行政法人のことをいう。
※３：「企業等」とは、民間企業や研究を主な目的とする公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人等のことをいう。

大学等※１ 公的研究機関※２ 企業等※３

340件
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